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１ 平成 26 年 2 月期決算の概要 

 

（１）経営環境 

東日本大震災から３年が経過し、この間、当組合は早期の復旧・復興を旗

印に行政・系統・関連団体との連携を図りながら、「ふるさと気仙」の復興対

応にあたってまいりました。被災企業の事業再開や住宅着工件数の増加、土

地区画整理事業・防災集団移転促進事業等の進展、がれき処理の完了など、

復旧・復興に向けた動きは本格化しつつありますが、防災集団移転促進事業

では、入札不調に伴い住宅建設開始時期が遅れるなど、本格復興は道半ばで

あり、被災された住民の多くが未だ不自由な生活を余儀なくされております。 

また、農用地の被害面積も 460ha と甚大であり、土砂や瓦礫の堆積、塩害

等がひどいことから平成26年2月末現在の復旧面積は139haに止まっている

等、組合員・利用者を取り巻く環境は引き続き厳しい状況にあります。 

   このような状況下、当組合は地域金融機関として地域経済を支える重責を

担っていることから、これまで以上に金融仲介機能を発揮し、農業者等への

復興支援に取り組んでいく方針としております。 

 

 

（２）決算の概要 

① 資産・負債の状況 

ａ 貸出金残高 

    貸出金残高（末残）は、前期末比 8億 52 百万円減少の 266 億 25 百万円

となりました。 

    農業関連貸出は、震災の復旧・復興にかかる資金需要に対応してきたも

のの、既往貸出金の償還額が新規貸出額を上回ったことから、前期末比 76

百万円減少の 3億 38 百万円となりました。 

    その他事業関連貸出については、建設業を中心とした震災後の特需に伴

う売上増加や受取共済金などを原資とする繰上償還等により、前期末比 6

億 93 百万円減少の 37 億 17 百万円となりました。 

住宅ローンは、ローンなんでも相談会の開催や組合員・利用者訪問の強

化によるニーズの掘り起こしに取り組みましたが、依然として繰上償還も

多く、また復旧・復興の遅れにより住宅借入需要が本格化していないこと

から、前期末比 10 億 1 百万円減少の 123 億 24 百万円となりました。 

その他生活関連貸出については、マイカーローン等の新規融資申し込み

が順調に推移したことから、前期末比 11 億 63 百万円増加の 72 億 36 百万

円となりました。 
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    地方公共団体貸出は、新規貸出がなく前期末比 2億 45 百万円減少の 30 

億 10 百万円となりました。 

 

 

ｂ 貯金残高 

    貯金残高（末残）は、公金貯金の増加により、前期末比 234 億 32 百万円

増加の 1,526 億 36 百万円となりました。 

    貯金の大半を占める個人貯金は貸出金への繰上償還、積立型終身共済へ

のシフト等により前期末比24億39百万円減少の981億 63百万円となりま

した。 

 公金貯金は、復興の遅れにより滞留している東日本大震災復興交付金を 

一部獲得したことから前期末比 258 億 54 百万円増加の 449 億 92 百万円と 

なりました。 

 

（主要勘定の推移）                       （単位：百万円） 

 平成 26 年 

2 月末実績 
前期末比 

平成 25 年 

2 月末実績 

平成 24 年 

2 月末実績 

平成 23 年 

2 月末実績

資産 169,231 26,438 142,793 129,613 91,124

うち預金 135,451 24,622 110,829 96,162 51,459

うち貸出金 26,625 △852 27,477 29,692 34,405

農業関連 338 △76 414 344 320

その他事業関連貸出 3,717 △693 4,410 5,172 6,168

住宅ローン 12,324 △1,001 13,325 13,833 15,618

その他生活関連貸出 7,236 1,163 6,073 6,868 8,673

 

 

 

 

地方公共団体貸出 3,010 △245 3,255 3,475 3,626

 

うち固定資産 704 △81 785 701 2,247

負債 156,667 23,302 133,365 121,547 88,346

 うち貯金 152,636 23,432 129,203 117,174 85,780

純資産 12,564 3,136 9,428 8,066 2,778
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② 損益の状況 

   事業総利益は、全体の大きな割合を占める信用事業総利益が個別貸倒引当

金の戻入等により前期を大幅に上回ったことをはじめ、各事業においても概

ね順調に推移したことから、前期比 17 億 38 百万円増加の 46 億 71 百万円に

なりました。 

   事業利益は、事業総利益の増加に加えて事業管理費の抑制等に引き続き取

り組んだことにより、前期比 16 億 99 百万円増加の 29 億 33 百万円となりま

した。 

   特別損益では、義捐金等の災害特別利益 65 百万円を計上しております。 

   以上の結果、当期剰余金は前期比 17 億 68 百万円増加の 31 億 31 百万円に

なりました。 

 

（損益状況の推移）                   （単位：百万円） 

平成 26 年  

2 月期実績 前期比 

平成 25 年 

2 月期実績 

平成 24 年 

2 月期実績 

平成23年

2 月期実績

事業総利益 4,671 1,738 2,933 2,399 1,921

 うち信用事業 3,597 1,753 1,844 1,381 857

 うち共済事業 629 △2 631 584 622

 うち購買事業 346 △3 349 333 345

 うち販売事業 21 △4 25 27 33

事業管理費 1,738 38 1,700 1,783 1,866

 うち人件費 1,313 32 1,281 1,382 1,378

 うち施設費 183 2 181 175 239

事業利益 2,933 1,699 1,234 615 55

事業外収益 46 3 43 33 40

事業外費用 4 △1 5 67 6

経常利益 2,974 1,703 1,271 581 88

特別利益 319 173 146 1,600 29

 うち災害特別利益 65 △16 81 1,581 0

特別損失 159 105 54 7,829 4

 うち災害特別損失 9 △31 40 7,685 0

税引前当期利益 3,134 1,771 1,363 △5,648 114

当期剰余金 3,131 1,768 1,363 △5,516 48
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（３）自己資本比率の状況 

平成 26 年 2 月末時点での自己資本比率は 27.96％となり、平成 25 年 2 月

末比 2.94 ポイント上昇いたしました。 

平成 24 年 2 月の優先出資 107 億 90 百万円の発行による資本支援以降、震

災からの復興需要に十分耐えうる強固な財務基盤を備えております。 

 

 （単体自己資本比率の推移） 

平成 26 年 2 月末 平成25年2月末 平成 24 年 2 月末 平成 23 年 2 月末

   27.96％ 25.02％ 23.34％ 9.51%

 

 

２ 農業者に対する信用供与の円滑化その他の当組合が主として事業を行って

いる地域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

 

（１）農業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

 

ａ 農業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 

震災以降、組合員・利用者が甚大なる被害を受けている状況を踏まえ、特

に貸出取引先からの条件変更等にかかる相談対応等を強化するとともに震災

の復興支援を万全の体制で進めるため、次のとおり体制を整備し取組みを行

っております。 

 

（ａ）震災窓口担当者の指定と出向く体制の構築 

被災者からの事業資金から生活資金まで幅広い融資にかかる相談内容を

一元的に管理することで、被災者のニーズに対して総合的な相談対応を行

い適切なサポートを実施するため、全支店に配置されている融資担当者の

1名を「震災相談窓口担当者」（総勢 15 名）として指定しております。 

震災相談窓口担当者は、被災者からの返済猶予や条件変更等の借入れに

かかる各種相談のほかに、事業再開・住宅建設に向けての新規融資の申込

み、農業経営、相続手続、生活再建関連、資産運用等にかかる相談対応な

どを行っており、支店長、次長がフォロー対応するとともに、本店信用共

済部相談課等と連携しながら解決策を提供しています。 

平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの相談受付状況は 1,638 件（既

往借入金の繰上償還等を除く）、うち私的整理ガイドライン等の案件 5件を

除く 1,633 件は対応済みとなっております。 

私的整理ガイドラインについては、行政等による広報活動が行われるな
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か、店舗でもチラシの備置きにより周知し、平成 25 年 3 月から平成 26 年

4 月末までの 17 件 1 億 33 百万円（震災以降の累計：32 件 5 億 25 百万円）

の相談を受け付け、本店信用共済部相談課、リスク管理室、岩手県信用農

業協同組合連合会（以下、「岩手県信連」という。）や弁護士等と連携しな

がら対応を行っております。 

また、事業者に対しても同様に、岩手産業復興機構等による震災前債権

の買取りにかかる相談等に適切に対応しております。岩手産業復興機構（岩

手県産業復興相談センター）については、平成 26 年 4 月末までで 4件の対

象案件があり、6 百万円の債権買取が決定、東日本大震災事業者再生支援

機構については、平成 26 年 4 月末までで 1件の対象案件があり、7百万円

の債権買取が決定しております。 

なお、各支店では融資担当者を中心に仮設住宅への訪問活動を強化する

こととし、月 1 回以上から実施頻度をより上げるよう努め、被災者の住宅

再建ニーズの把握等に取組みました。 

震災にかかる各種相談は、今後本格化する復旧・復興段階においてます

ます増加することが想定されることから、引き続き被災者からの要望をき

め細かく把握し、ニーズに即した対応を行えるよう、相談機能の強化に努

めてまいります。 

 

（相談内容一覧表）                        （単位：件） 

 

受付件数 

相談内容 震災～ 

H24/2 

H24/3～ 

H25/2 

H25/3～ 

H26/2 
H26/3～4 累計 

うち 

対応済 

既往借入金の返済猶予 601 0 0 0 601 601

既往借入金の条件変更 

（うち繰上償還等） 

890 

(772) 

387

(363)

336

(324)

60 

(60) 

1,673 

(1,519) 

1,673

(1,519)

新規融資の申込み 450 563 675 169 1,857 1,857

相続手続、生活再建関連 1,259 770 683 79 2,791 2,791

通帳・ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ再発行 1,580 0 0 0 1,580 1,580

私的整理ガイドライン 6 9 14 3 32 29

岩手産業復興機構 0 2 2 0 4 3

東日本大震災事業者再生

支援機構 
0 0 0 1 1 0

計 4,786 1,731 1,710 312 8,539 8,534
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（ｂ）訪問活動の強化 

当組合においては、各支店に配置されている信用渉外担当者（31 名）が

中心となり、管内の組合員・利用者等に対して訪問活動を行っており、組

合員・利用者等のニーズの把握、相談対応、融資担当者等と連携した資金

対応などを行ってまいりました。 

訪問活動にあたり、仮設住宅等に入居する被災者には高齢者が多いこと

に加え、交通の利便性が必ずしも良いとは言えないケースが多いこと、復

旧・復興に向けた動きに合わせ、今後の生活設計等変化するニーズを適時・

適切に把握し対応していく必要があることから、各支店の信用渉外担当者

が、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの間、延べ 233,405 戸（対象

となる実組合員等 17,126 戸）の訪問を行いました。また、平成 26 年 3 月

から 4 月には訪問活動と合わせて、ＪＡバンク岩手・農林中央金庫が進め

ている「復興支援プログラム」を活用した仮設住宅居住者（約 3,500 戸）

への見舞品（りんごジュース）の贈呈を実施いたしました。 

平成 25 年度下期は地域の復興とニューマネーの獲得を目的に平成 25 年

11 月より「ドリームキャンペーン 2013」を展開し多くの組合員、被災者が

元気になるように恒例の懸賞品付定期貯金・定期積金の発売をしたほか、

被災者等の生活再建及び管内地域復興の一助と信頼関係強化に向けて「復

興応援定期貯金」（店頭金利に 0.2%上乗せ）の取扱いを継続するなど、被

災者ニーズに合わせた商品を投入し、渉外担当者が中心となり被災者・組

合員全戸訪問に併せて推進を行いました。 

懸賞品付定期貯金の平成 25 年 12 月末実績は 19 億 61 百万円、懸賞品付

定期積金は 2億 45百万円、復興応援定期貯金は平成 26年 2月末時点で 260

億 17 百万円の実績となっております。 

なお、復興応援定期貯金は引続き取扱いを継続し被災者等の生活再建の

一助となるよう推進してまいります。 

被災者に対する情報提供やニーズの把握は、今後本格化する復旧・復興

段階においてますます重要となることから、被災者とのフェースツーフェ

ースを基本とした更なる訪問活動の強化を図ってまいります。 

 

（ｃ）本店の体制・進捗管理 

二重債務をはじめとする震災に関連した各種の相談対応を強化するため、

本店信用共済部相談課（2 名）が震災相談窓口担当者のサポートを行うと

ともに、担当者が受け付けた相談内容をとりまとめ、進捗管理を行うこと

により、受け付けた相談の対応もれ等が発生しないよう取り組んでおりま
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す。 

私的整理ガイドラインに関する対応については、第三者機関、岩手県信

連、弁護士等と連携し事案に応じて債務整理を含めた支援を行う必要性か

ら、既往の不良債権対策を所管しているリスク管理室と連携を強化し対応

しております。 

岩手産業復興機構や東日本大震災事業者再生支援機構に関する相談案件

についても、リスク管理室が支店に配置されている震災相談窓口担当者を

サポートし、利用者からの相談に一元的に対応できるよう体制を整備して

おり、引き続き、被災者、組合員の意向を踏まえ適切に活用してまいりま

す。 

 信用事業強化計画の達成に向けては、理事会及び支店長会議において、

当該計画の実践事項の取組状況並びに目標数値達成度の確認と、計画達成

に向けた被災者訪問、住宅再建ニーズの把握、ローン・貯金推進等の具体

的対策について店舗の実態に応じた指導・助言を行いました。 

 また、本支店一体となった取組みを行うため、店舗巡回等による連携強

化を図りました。 

 なお、地域基盤の変動（仮設住宅生活・支店管轄外への住居移動等）も

踏まえ、統括支店（15 店舗を 5つのエリアに区分し店舗間での顧客管理を

実施）エリア内で、仮設住宅の訪問（情報提供やニーズの把握）や、ロー

ン・貯金推進等にかかる支店間での協力体制の確保に取り組んでおります。 
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（ｄ）営農相談体制の強化 

本店営農経済部及び高田営農センターに配置している営農担当者 9 名が

引き続き営農にかかる相談窓口となり、営農相談や営農指導を行うほか、

営農再開に向けた復旧作業を共同で行なう農業者に対して支援金を交付す

る被災農家経営再開支援事業や、農機・施設復旧のための各種補助金申請

にかかる相談対応など、農業再開に向けた支援を行っております。 

なお、平成 25 年度の被災農家経営再開支援事業においては、平成 25 年

8 月に吉浜農地復興組合が、11 月に陸前高田市復興組合が認定を受け、当

組合が支援金の支払いに係る事務手続きを行い、平成 26 年 2 月に吉浜農地

復興組合 38 名に 3,880 千円、3 月に陸前高田市復興組合 248 名に 29,648

千円の支援金が交付されました。 

 

ア 営農相談等の対応実績 

農機・施設復旧に向けた各種補助金活用（東日本大震災農業生産対策

交付金事業）にかかる相談案件については、平成 25 年 3 月から平成 26

年 4 月末までに 38 件（大船渡市 15 件、陸前高田市 23 件）を受付し、

申請・認可されております。 

 

イ 担い手金融リーダーの拡充と認定農業者等への訪問活動 

  農業メインバンクとしての機能の発揮と農業者への信用供与の円滑  

化に向けて、本店信用共済部融資課に１名配置している担い手金融リー

ダーのほか、農業資金需要が多い 6支店に担い手金融リーダーを配置し、

認定農業者を対象にリストアップした 119 先（個人 103 先、法人 16 先）

に対し定期的(個人は年 2 回以上、法人は年 3 回以上)な訪問活動を行い

ました。 

担い手金融リーダーは農業者のもとへ出向き、農業者の置かれた状

況・ニーズの把握を行うとともに、相談機能を発揮し円滑な資金供給機

能を果たすことによって地域農業の復興に向けた活動を実施しておりま

す。 

なお、担い手等への出向く活動を継続してきたことから、被災農地の

復旧に伴う新たな農機具等の導入相談、農事組合法人の設立に伴う運転

資金等の相談等、様々な相談を受ける場面が増えてきており、岩手県信

連の農業金融センターとの同行訪問や営農経済部署との連携・情報共有

により、農業資金ニーズに的確に対応できる機能を整備し、引続き支援

体制の充実を図っております。 
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ウ 営農・信用部署連携での対応実績 

平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに営農経済部署と信用共済部

署とが連携して資金対応を行った実績は 17 件となっております。これら

の案件につきましては、補助金活用や制度資金活用に伴って詳細な農業

経営改善計画書の策定が必要と判断し、担い手金融リーダーが資金相談

等のサポートを行いましたが、うち 1件は被災された米生産農家であり、

震災特例の農業近代化資金対応で、より財務・税務面での検討が必要で

あったことから、岩手県信連の農業金融センターによる指導・サポート

を受けております。 

 

（営農経済・信用共済部署連携対応実績）           （単位：件・百万円） 

震災～

H24/2 

H24/3～ 

H25/2 

H25/3～ 

H26/2 
H26/3～4 累計 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

アグリマイティー資金 1    2 1 1 4 10 0 0 6 13

東日本大震災対応緊急資金   1    5    5 14 0 0 0 0 6 19

農業経営負担軽減支援資金 0 0    4 44 0 0 0 0 4 44

農業近代化資金   1    6    1 7 3 23 1 17 6 53

営農ローン 

（スーパーＳ含む） 
0 0    2 51 5 11 0 0 7 62

農機ハウスローン   1    3    3 4 1 2 1 1 6 10

担い手強化資金   1    5 0 0 0 0 0 0 1 5

就農支援資金   1    1 0 0 0 0 0 0 1 1

農業一般資金   1    3    3 13 2 2 0 0 6 18

合  計   7   25   19 134 15 48 2 18 43 225

 

 

（ｅ）仮設店舗・店舗統廃合・ＡＴＭ対応 

当組合では、本店を含む全 16 店舗中 8店舗については、利用者の利便性

等に配慮しつつ、仮設店舗での営業を維持・継続しております。 

また、ＡＴＭについては、9店舗に各 1台（9台）、店舗外には 3か所（3

台）に設置・稼働させております。 

今後の店舗及びＡＴＭの再配置・再編については、行政による土地区画

整理事業、防災集団移転促進事業等による新たなまちづくりの内容や被災

者・組合員のニーズ等も考慮しつつ、将来的な経営戦略の中で検討してま

いります。 
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（ｆ）ローンなんでも相談会の開催 

当組合では、被災した組合員・利用者の生活再建を支援するために、各

支店において住宅ローンをはじめとし、リフォームローン、マイカーロー

ン、教育ローン等各種ローンにかかる「ローンなんでも相談会」を毎月開

催しております。平成 25 年 9 月から平成 26 年 4 月末までに 11 回の「ロー

ンなんでも相談会」を開催し、16 件 86 百万円を貸出実行し、73 件は継続

して相談中であります。 

今後も震災の影響により組合員・利用者の資金ニーズは多岐にわたるこ

と、行政による土地区画整理事業・防災集団移転促進事業の進捗に応じて

住宅再建ニーズが本格化していくものと想定されることから、引き続き「ロ

ーンなんでも相談会」を毎月開催し、新規利用者を含め、被災者のニーズ

に応じた相談対応を実施してまいります。 

 

（ローンなんでも相談会開催状況） 

開催日 開催店舗 

平成 25 年 9 月 29 日 大船渡、盛、広田支店 

平成 25 年 10 月 27 日 高田、広田、竹駒支店 

平成 25 年 11 月 24 日 広田支店 

平成 25 年 12 月 15 日 末崎、猪川、立根、吉浜、広田支店 

平成 26 年 1 月 26 日 綾里、吉浜、広田、竹駒支店 

平成 26 年 2 月 2 日 赤崎、日頃市、三陸支店 

平成 26 年 2 月 23 日 広田支店 

平成 26 年 3 月 16 日 綾里、吉浜支店 

平成 26 年 3 月 23 日 広田支店 

平成 26 年 4 月 20 日 末崎、綾里、吉浜支店 

平成 26 年 4 月 27 日 広田支店 

 

ｂ 農業者に対する信用供与の実施状況を検証するための体制 

 当組合では、農業者に対する信用供与の実施状況を検証するにあたり、定

期的かつ階層別に情報を共有し、進捗管理を行っております。 

 

（ａ）支店長会議での進捗管理 

   信用事業強化計画の確実な達成に向け、組合長以下全常勤理事、常勤監

事、参事、及び本店の各室部長が参画のうえ、月次で開催する支店長会議
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にて、信用事業強化計画における各施策及び計数実績等の進捗管理を行う

とともに、震災の影響を受けている既往債務者、農業者への復興支援施策

（制度資金、支援事業等）、被災者向け融資の進捗状況に対する管理・指導

を行っております。 

   具体的には、月次で被災者向け商品を含む各種商品の実績を把握すると

ともに、組合員・利用者に対する訪問活動実績や受け付けたニーズの把握

と目標管理の徹底を図っております。 

  

（ｂ）理事会での進捗管理 

    理事会は、四半期毎に信用事業強化計画の取組状況の報告を受け、計画

の進捗状況を管理するとともに、復興状況に応じた当組合の地域における

信用供与の対応状況及び地域の復興状況に合わせた当組合の施策を検討し、

適時・適切に実施事項の改善を図っております。 

    具体的には、貯金、貸出金、共済新契約高、購買供給高等の事業量の確

保、事業管理費の抑制等に引き続き取り組んだことにより、平成 25 年度決

算は前期を大幅に上回る当期剰余金を計上したものの、繰越欠損金が解消

されていないことや管内復興の遅れなど厳しい状況が継続していることか

ら、理事会では引き続きスピード感を持って事業運営強化に努めていくよ

う室・部長に指示しております。 

    また、農業者等への信用供与、組合員・利用者等への相談機能の発揮等

計画に掲げた取組みに関しては、信用共済・営農経済部門間の連携により

着実に実施しているとともに、営農経済部主催の月次によるＴＡＣミーテ

ィングで情報の共有化を図り進捗管理体制をさらに強化させております。 

    被災債権管理に関しても、状況を適切に把握のうえ取り組んでいるとこ

ろですが、平成 25 年度からは地区別の債権管理検討会議に非常勤理事も参

画するなどし、相談機能の十分な発揮や損失圧縮に向け、引き続き、大口

先を中心とした経営改善計画の作成・見直しを実施し債務者の状況に応じ

た対応を強化しております。 

また、農業復興については、管内行政の復興計画を踏まえて策定した当

組合の第５次地域農業振興基本計画に基づき、管内行政の復興計画の具体

化に併せ信用事業強化計画における農業復興の取組みに反映させるよう実

施事項の改善を図っております。 

具体的には、農地の復旧等が大幅に遅れている状況下において、営農計

画の策定と機械、施設等の整備がいまだ進んでいない担い手等への対応が

課題となっていることから、行政との連携をさらに強化し各種交付金・補

助金を活用した新たな農業方式の導入（園芸団地等）を検討し農業復興に
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取り組んでいくこととしております。 

 

（２）担保または保証に過度に依存しない融資の促進その他の農業者の需要に対

応した信用供与の条件または方法の充実のための方策 

   当組合では、岩手県農業信用基金協会及び岩手県信用保証協会の保証制度

を活用し、農業近代化資金などの震災特例融資をはじめとする機関保証付貸

出を積極的に活用しながら、経営の将来性や復興状況を踏まえ、不動産担保

または個人保証に過度に依存しない融資を推進しました。その結果、機関保

証付貸出を平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに 438 件 15 億 66 百万円

実行しております。  

   

 

（機関保証付貸出実績）                       （単位：件・百万円） 

震災～H24/2
H24/3～ 

H25/2 

H25/3～ 

H26/2 
H26/3～4 累計 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

事業資金 10 68 24 163 26 145 2 18 62 394

うち農業近代化資金 1 6 1 7 3 23 1 17 6 53

うち農林漁業ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ資金 2 5 0 0 0 0 0 0 2 5

うち東日本大震災対応緊急資金 1 5 5 14 0 0 0 0 6 19

うちその他農業資金 4 10 7 49 10 22 1 1 22 82

うち岩手県信用保証協会資金 2 42 11 93 13 100 0 0 26 235

[中小企業東日本大震災復興資金] [-] [-] [3] [15] [ 1] [ 2] [ 0] [ 0] [ 4] [17]

生活資金 234 482 258 659 318 1,188 92 215 902 2,544

うち住宅ローン 13 210 23 340 47 812 6 99 89 1,461

うちリフォームローン 4 8 5 12 14 49 2 7 25 76

うちマイカーローン 202 249 211 276 220 286 66 87 699 898

うち教育ローン 12 13 15 25 27 31 17 21 71 90

うちその他生活資金(ｸﾛｰﾊﾞ､ﾌﾘｰ) 3 2 4 6 10 10 1 1 18 19

計 244 550 282 822 344 1,333 94 233 964 2,938
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（機関保証付以外貸出実績）                     （単位：件・百万円） 

震災～H24/2
H24/3～ 

H25/2 

H25/3～ 

H26/2 
H26/3～4 累計 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

事業資金 23 139 26 106 12 43 1 20 62 308

うちプロパー融資（農業運転） 1 3 2 12 2 2 0 0 5 17

うちプロパー融資（農業設備） 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1

うちプロパー融資（事業運転） 11 109 9 57 4 4 0 0 24 170

うちプロパー融資（事業設備） 2 2 3 18 1 2 0 0 6 22

うち貯金・共済証書担保資金 9 25 11 18 5 35 1 20 26 98

生活資金 183 468 249 759 313 1,985 74 482 819 3,694

うちプロパー融資（住宅） 14 189 33 403 64 1,264 18 297 129 2,153

うちプロパー融資（リフォーム） 3 21 6 27 8 86 0 0 17 134

うちプロパー融資（マイカー） 9 16 12 15 11 15 0 0 32 46

うちプロパー融資（教育） 0 0 3 3 1 2 1 2 5 7

うちプロパー融資（その他生活） 68 146 84 145 117 237 23 26 292 554

うち貯金・共済証書担保資金 89 96 111 166 112 381 32 157 344 800

計 206 607 275 865 325 2,028 75 502 881 4,002

 

（３）被災者への信用供与の状況 

  

 ａ 被災者に対する条件変更等の対応状況 

平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの条件変更の受付件数 12 件 2 

億 65 百万円に加え、平成 25 年 2 月末時点で継続相談中であった 44 件 5 

億 82 百万円を対象に、被災者の状況をきめ細かく把握しつつ個別対応を進 

めました。 

この結果、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに受け付けた 12 件 

2 億 65 百万円の条件変更を行うとともに、私的整理ガイドラインへの移行

や共済金等による繰上償還の対応も行いました。約定返済を再開した案件

もありますが、32 件 3 億 61 百万円は返済意思を尊重し要望に沿った対応

に向けて、個別対応（継続相談）を行っております。今後とも被災者等の

経営改善に向けた自助努力を最大限支援してまいります。 

なお、私的整理ガイドライン活用案件については、平成 25 年 3 月から平

成 26 年 4 月末までに 17 件 1 億 33 百万円の相談を受け付け、また、岩手産

業復興機構案件については、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに 2
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件 41 百万円、東日本大震災事業者再生支援機構案件については、平成 25

年 3 月から平成 26 年 4 月末までに 1 件 54 百万円の相談を受け付け、各々

の計画等に基づいた支援に努めております。 

 

（返済猶予・条件変更対応状況）                   （単位：件・百万円） 
返済猶予 
受付結果 

条件変更対応実績 

震災～H23/9 震災～H24/2 H24/3～H25/2 H25/3～H26/2 H26/3～4 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

事業資金 100 918 27 562 5 79 4 109 0 0

うち農業資金 3 4 0 0 0 0 0 0 0 0

うち運転資金 82 715 13 430 2 22 3 92 0 0

うち設備資金 15 199 14 132 3 57 1 17 0 0

生活資金 500 3,158 90 1,354 13 165 7 152 0 0

うち住宅ﾛｰﾝ 156 2,254 51 632 12 164 7 152 0 0

うちﾏｲｶｰﾛｰﾝ 45 46 1 2 1 1 0 0 0 0

うち教育ﾛｰﾝ 19 25 1 2 0 0 0 0 0 0

その他 1 191 1 191 6 33 1 4 0 0

合 計 601 4,267 118 2,107 24 277 12 265 0 0

 

（個別対応中の案件の推移）                            （単位：件・百万円） 

個別対応中の案件 

H24/2 末 H25/2 末 H26/2 末 H26/4 末 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

事業資金 30 358 10 183 6 60 6 59

うち農業資金 1 1 0 0 0 0 0 0

 うち運転資金 23 280 9 170 5 47 5 46

 うち設備資金 6 77 1 13 1 13 1 13

生活資金 96 984 34 399 27 304 26 302

 うち住宅ローン 40 687 13 246 10 168 10 168

 うちマイカーローン 6 3 0 0 0 0 0 0

 うち教育ローン 2 5 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 126 1,342 44 582 33 364 32 361
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ｂ 被災者に対する新規融資の実績 

組合員・利用者の事業基盤や生活基盤を維持するため、当組合は、組合員・

利用者の状況・ニーズに応じた融資を実施しており、平成 25 年 3 月から平成

26 年 4 月末までの間、838 件 40 億 96 百万円の新規融資を実行しました。 

農業者をはじめとする事業者については、震災による直接被害のほか取引

先による影響や原発事故に伴う生産物価格下落等による被害があったことか

ら、事業再開、施設・設備復旧や再取得、当面の資金繰り対応等のニーズに

対応しており、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに 41 件 2 億 26 百万

円（うち農業者 17 件 65 百万円）の新規融資を実行しております。 

住宅ローン等生活資金については、復興に向けた動きが少しづつ本格化し

つつあること、生活必需品等の小口ローンの利用ニーズが継続的に認められ

ることから、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに 502 件 30 億 58 百万

円（うち住宅関連資金 159 件 26 億 14 百万円、うちマイカー関連資金 297 件

3 億 88 百万円）の新規融資を実行しております。 

このうち、住宅資金に関しては、行政による土地区画整理事業・防災集団

移転促進事業等が進められており、この進捗に応じて住宅再建ニーズが本格

化していくものと想定されることから、被災者・組合員等の住宅再建に向け

て積極的に対応してまいります。 

なお、平成 24 年度から、震災からの復興応援のためのＪＡバンクによる

0.5%の利子補給の実施による復興応援ローン（住宅、リフォーム、マイカー、

教育ローン）の取扱いを継続し、一層の被災者支援を実施しております。 
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（新規融資の実績）                         （単位：件・百万円） 

震災～ 

H24/2 

H24/3～

H25/2 

H25/3～ 

H26/2 
H26/3～4 累計 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

事業資金 33 207 50 269 38 188 3 38 124 702

うち農業資金 6 15 6 44 10 22 0 0 22 81

うち農林漁業ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ資金 2 5 0 0 0 0 0 0 2 5

うち東日本大震災対応緊急資金 1 5 5 14 0 0 0 0 6 19

うち農業近代化資金 1 6 1 7 3 23 1 17 6 53

うちＪＡ農業関連資金 1 4 8 41 2 2 1 1 12 48

うち運転資金 19 91 18 64 11 45 1 20 49 220

うち設備資金 3 81 12 99 12 96 0 0 27 276

生活資金 257 706 309 1,101 392 2,545 110 513 1,068 4,865

うち住宅ローン 27 399 8 75 14 295 0 0 49 769

うちリフォームローン 7 29 1 10 2 16 0 0 10 55

うちマイカーローン 211 265 17 24 7 11 1 2 236 302

うち教育ローン 12 13 3 5 2 5 0 0 17 23

うち復興応援ローン（住宅） 0 0 47 660 97 1,781 24 396 168 2,837

うち復興応援ローン（ﾘﾌｫｰﾑ） 0 0 11 36 20 119 2 7 33 162

うち復興応援ローン（ﾏｲｶｰ） 0 0 207 267 224 290 65 85 496 642

うち復興応援ローン（教育） 0 0 15 24 26 28 18 23 59 75

その他資金 160 244 198 317 239 628 56 184 653 1,373

合  計 450 1,157 557 1,687 669 3,361 169 735 1,845 6,940

 

 

（４）東日本大震災の被災者への支援をはじめとする被災地域における復興 

   に資する方策 

  

ａ 地域の復興計画にかかる取組み 

震災からの農業の復旧・復興に向け関係機関・団体による円滑な連携と取

組状況の対応についての情報共有を図る目的で設立された「災害復興営農対

策会議」が岩手県、大船渡市、陸前高田市、住田町、東南部農業共済組合、

当組合を委員として平成23年 3月から平成26年 4月までに38回開催されま

した。今後も積極的に参画してまいります。 
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なお、平成 25 年 12 月には災害復興営農対策会議が主導となり、新たに復

旧農地営農再開支援チームを設置し、被災した農地の復旧・整備後の農地活

用を促進するための支援チーム員会議（上記、災害復興営農対策会議と同メ

ンバー）にも参画しております。具体的には、営農再開が出来ない農地活用

について、生産者へのアンケート調査・巡回を通して、営農再開についての

相談・打合せ等を行いました。 

平成 25 年度においても、地域の農業復興及び担い手農家の確保・育成を継

続していくためにも、被災農地の早期復旧が急務であることから、堆積土砂

撤去・客土・整地・除塩等の早期復旧工事の提言を行ってまいりましたが、

平成25年度における復旧状況は、平成26年 2月末現在、大船渡地区で16ha、

陸前高田地区で 123ha の合計 139ha と被災農地面積（460ha）の 30.2%となっ

ております。 

  

ｂ 被災地域の復興支援にかかる取組み 

被災地域においては、農業の復興が地域の復興に直結することを踏まえ、

当組合では、震災による被害を受けた農業者が営農再開を行うため瓦礫撤去

や水利施設の整備等を共同で行う際に助成措置が受けられる被災農家経営再

開支援事業の活用について進めてまいりました。平成 25 年度においても、大

船渡市吉浜農地復興組合が平成 25 年 8 月に、陸前高田市復興組合が 11 月に

岩手県より認定を受け、支援金の支払いに係る事務を行いました。 

また、平成 24 年度より各市町（大船渡市、陸前高田市、住田町）が経営体

の育成、農地の集積、新規就農等の施策・事業展開を促進させる「経営再開

マスタープラン」を作成するため、岩手県、大船渡市、陸前高田市、住田町、

当組合営農経済部職員が構成員となり作成支援チーム会議を開催するととも

に、平成 26 年 4 月までに大船渡市 8 地区、陸前高田市 7 地区、住田町 23 地

区の経営再開マスタープランが作成されました。 

一方で、大船渡市や陸前高田市の復興計画のうち次に掲げる事業について

は、当組合が事業主体として指定されていることから、当組合が責任を持っ

て実施し、地域復興を支援しております。 

 

（ａ）被災した農業関連の共同利用施設等の復旧支援 

被災した農業関連の共同利用施設の復旧や共同利用農業機械の導入支援

を行うため、事業費の 5/6 の助成措置（国 1/2、県 1/6、市 1/6）がある東

日本大震災農業生産対策交付金整備事業の活用を継続推進しており、平成

25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの間に、大船渡市及び陸前高田市にお

いて計 38 件を受付し、申請・認可されました。 
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また、当組合においても、大船渡地区において、震災により流失した農

産物処理加工・集出荷施設新築整備事業に取り組み、冷暖房設備・冷蔵庫・

乾燥機等について申請・認可されております。 

 

（ｂ）高収益施設園芸の生産施設整備支援 

夏季冷涼で冬季温暖な三陸地域の気象条件を活かした高収益施設園芸 

   品目のハウスなどの生産施設整備支援について、被災した菌床椎茸栽培農

家を対象に農産漁村活性化プロジェクト事業を活用（補助金申請額 1億 20

百万円）し、平成 24 年 8 月に津波被害により流失したハウス 4棟の再建に

加え、新たに 2棟の建設を開始し、平成 25 年 4 月に完成しました。 

完成後は当組合が事業主体としてハウス 6棟を取得し、栽培農家（個人：

１戸、法人：１先）に施設をリースしており、個人は 4 月から、法人は 8

月から収穫を開始し、平成 25 年度は 19 トンの生産実績となりました。 

なお、陸前高田市による被災地域農業復興総合支援事業（東日本大震災

復興交付金）を活用した大規模園芸施設等（イチゴ・トマト等）の整備に

ついては、現在、陸前高田市と協議を重ね入札段階に入っております。 

 

（ｃ）新規就農予定者の研修費用の一部助成 

新規就農予定者の研修受入先に対する栽培指導研修費用の一部助成事業

等については、平成 25 年度においても引き続き、「陸前高田市地域担い手

育成支援事業」を活用し 2 名の研修生を受け入れ、陸前高田市の振興作物

であるトマト、きゅうり等の栽培研修を行いました。この 2 名の研修生は

平成 26 年度の研修終了後、陸前高田市が設置する大規模園芸施設団地に参

入する予定です。 

また、大船渡地区においては、「園芸産地拡大サポート事業」を活用し、

3 名の研修生が大船渡市の振興作物である菌床しいたけの栽培技術の習得

に努めました。  

今後とも新規就農予定者に対しては、当組合が研修先の斡旋や助成事業

の手続を行うとともに、担い手農家として自立するように当組合営農経済

部が主体となって支援・指導してまいります。 

 

ｃ 金融面の対策 

 

（ａ）既往債務の対策 

    被災債権に対しては、債務者ごとの面談を通じ、個別債務者の状況を適

切に把握し経営改善に資することを基本に取組んでおり、大口先には経営
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改善計画の作成・見直しを支援するなどの対応を促進しております。 

進捗管理は、全体及び地区別で開催（年 2 回）される「債権管理検討会

議」にて行い、半期開催の「債権管理会議」では資産査定の影響額算定対

象者を中心とした進捗管理を行っております。また、半期毎に「債権管理

委員会」を開催し、進捗状況の報告、処理方針の修正等を行っております。

なお、地区別の債権管理検討会議（統括支店単位で開催）には非常勤理事

も参画し、詳細まで踏み込んだ効果的な協議がなされ、被災債権の管理・

回収の強化が図られました。 

事業の復旧等に際し、二重債務問題への対応が必要な事業者に対しては、

岩手産業復興機構及び東日本大震災事業者再生支援機構を活用して被災事

業者の事業再生支援を行っていく必要があることから、震災窓口担当者へ

の事業内容等の周知を行うとともに、本店信用共済部相談課、リスク管理

室との連携を図り、相談窓口での一元的対応が確保されるよう体制を整備

しております。 

    また、既往債務の整理が必要と判断される生活資金利用者に対しては、

私的整理ガイドラインの活用の検討や税理士や弁護士等外部専門家と連携

した債務整理等、利用者の状況に応じた対策を実施しております。 

これに加えて、大口の事業資金 16 先に対しては、震災による返済状況の

変化を見極めながら、月次での資金繰り管理や四半期毎の収支状況のチェ

ック、定期的な財務分析、進捗状況のフォローアップ等を行ったうえで、

経営改善計画の見直し支援を実施し、既往債務の条件変更等の対応を行っ

ております。 

     

（ｂ）新規資金需要への対応 

当組合では、震災直後から被災地域及び被災者の復興支援を目的に被災者

が新たに借り入れる農業資金や生活資金の借入れ負担の軽減を図るべく、岩

手県、管内２市１町、岩手県農業信用基金協会、岩手県信用保証協会、日本

政策金融公庫、住宅金融支援機構、岩手県農業協同組合中央会や岩手県信連

等の連合会、農林中央金庫等の関係機関と連携し、低利・無利子資金等の提

供を行っております。 

    

  ア 農業者等事業者向けの主な商品 

 

  （ア）東日本大震災対応緊急資金 

原発事故による放射能の影響は、岩手県内の酪農家や肥育牛農家等に

直接影響が出ているほか、風評被害や価格低迷等の間接的な影響が出て
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おります。このため、影響を受けている農家の資金繰り対策等が喫緊の

課題となったことから、平成 23 年 7 月から岩手県、ＪＡ岩手グループ、

農林中央金庫による利子補給措置により最長 10 年間無利子とする東日

本大震災対応緊急資金の取扱いを開始いたしました。 

     平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの取扱実績はありませんでし

たが、震災以降の累計取扱実績は 6件 19 百万円となっております。 

 

  （イ）農業近代化資金 

     津波被害により耕作地が浸水あるいは農機や施設等が流失するなどの

影響を受けている農業者がいることから、復旧・復興に向けた資金需要

を想定し、平成 23 年 5 月から最長 18 年間無利子かつ実質担保・保証人

なしでの融資対応が可能となりました。 

     平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの取扱実績は 4 件 40 百万円、

震災以降の累計取扱実績は 6件 53 百万円となっております。 

 

  （ウ）農業経営負担軽減支援資金 

     震災の影響を受けた農家の営農資金を返済するための借換え資金であ

り、震災の影響を受けている農家経営の安定と体質強化を図るため、平

成 23 年 4 月から最長 10 年間（特認の場合は 15 年間）の無利子化措置が

図られました。 

     平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの取扱実績はありませんでし

たが、震災以降の累計取扱実績は 4件 44 百万円となっております。 

 

  （エ）農林漁業セーフティネット資金（日本政策金融公庫資金） 

     意欲と能力がありながら不慮の災害等による環境の変化により経営維

持が困難な農林漁業者に対して、必要な長期資金を対応することができ

る資金であり、震災を踏まえ平成 23 年 5 月から最長 13 年間、無利子化

措置が図られました。 

     当組合は、受託金融機関として農業者の被災状況とニーズを踏まえ、

最適な資金提案を実施いたしました。 

平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの取扱実績はありませんでし

たが、震災以降の累計取扱実績は 2件 5百万円となっております。 

 

  （オ）大船渡市中小企業資金融資あっせん制度 

     大船渡市では、市内の中小企業の振興育成を図ることを目的に、最長

10 年間（1 年以内の据置を含む）1.5%の利子補給と岩手県信用保証協会
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の保証料が全額補助される融資あっせん制度を設けております。 

当制度は震災の復興支援にかかる各種事業資金にも対応しているため、

当組合では地域金融機関として地場企業の震災復興に向けたニーズを踏

まえ最適な資金提供を実施した結果、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月

末までの取扱実績は 12 件 98 百万円、震災以降の累計取扱実績は 22 件   

2 億 18 百万円となっております。 

 

（カ）岩手県制度融資 中小企業東日本大震災復興資金 

   震災により著しい被害を受けた県内の中小業者に対し経営の安定に

必要な資金を円滑に供給するため、平成 23 年 5 月から最長 15 年間低利

による融資対応が可能となりました。 

   なお、当組合は平成 24 年 9 月 3 日から取扱いが認可され、平成 26 年

4 月末までの累計取扱実績は 4件 17 百万円となっております。  

 

  イ 一般利用者向けの主な商品 

 

  （ア）復興応援ローン 

平成 24 年 4 月から、被災地域の復興や被災者等支援を目的に、被災者

等が被災地域の組合から借入れする住宅ローン、リフォームローン、マ

イカーローン、教育ローンの生活資金に対して、農林中央金庫が借入期

間当初５年間、最大 0.5％の利子補給を開始いたしました。当組合では、

当該商品の総称を復興応援ローンとして、取扱いを開始しております。 

平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までの取扱実績は 476 件 27 億 29

百万円（うち住宅ローン 121 件 21 億 77 百万円、うちリフォームローン  

22 件 1 億 26 百万円、うちマイカーローン 289 件 3 億 75 百万円、うち教

育ローン 44 件 51 百万円）、平成 24 年 4 月からの累計取扱実績は 756 件

37 億 16 百万円（うち住宅ローン 168 件 28 億 37 百万円、うちリフォー

ムローン33件1億62百万円、うちマイカーローン496件6億42百万円、

うち教育ローン 59 件 75 百万円）となっております。 
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 ＜直接被災者への主な支援事例＞ 

   

 

 【事例１】震災により設備に被害があった法人への修繕費等の資金対応 

（農業近代化資金） 

 

   当組合組合員が経営する菌床しいたけ栽培を主業とする法人において、震

災により一部損壊した設備の修繕費及び新たな冷暖房設備の導入資金が必要

となったことから、当組合では岩手県農林振興センターと協議し、震災特例

による資金として、利子助成が受けられる農業近代化資金を活用し復興支援

を行いました。 

  ＜農業近代化資金の対応内容＞ 

① 金額 10,000 千円 

② 期間 10 年 

③ 金利  0 ％（震災被災者は無利子） 

④ 担保 無担保 

    ⑤ 保証 岩手県農業信用基金協会 

         

 

【事例２】津波により作業場が全壊した表具店への大船渡市中小企業資金融資

による支援 

 

当組合組合員である個人事業主において、津波の浸水地域内で表具店を再

開するにあたり作業場の建築資金が必要となったことから、当組合では大船

渡市の中小企業資金融資制度を活用し資金対応を行いました。 

当資金は岩手県信用保証協会の保証付き資金で、大船渡市からの利子補給

（1.5%）及び保証料が全額補給され、低金利資金の活用により震災後の開業

支援を行いました。 

  ＜大船渡市中小企業資金融資あっせん制度を活用した資金の内容＞ 

① 金額  6,000 千円 

② 期間  10 年 

③ 金利  1.4 %（固定）（大船渡市 1.5%利子補給後） 

④ 担保  無担保 

⑤ 保証  岩手県信用保証協会（保証料は大船渡市が負担） 
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ｄ 人材育成と活用 

当組合では、被災した農業者の農業再開に向けた資金ニーズ、復旧・復興

にあわせた営農品目の拡大や集約化のニーズ、住宅再建等にあわせた土地・

建物取引や生活設計にかかる相談に対応するため、外部研修会への派遣によ

り復興に資する資格取得を奨励してきた結果、平成 26 年 4 月末現在で農業経

営アドバイザー3名、ＦＰ9名、宅地建物取引主任者 6名等の資格取得者が在

籍しております。 

これらの資格取得者は、震災以降、被災した農業者の経営相談や、被災者

からの相続、共済、年金受給等の相談に対して、専門的なアドバイス等を実

施しており、資格取得による効果を発揮しているところであります。 

また、平成 23 年度にＪＡバンク農業金融プランナー資格制度が創設された

ことを受け、今後見込まれる農業再開に向けた資金相談に適切な対応が出来

るよう、同資格取得に向けて本支店に配置されている担い手金融リーダーが

農業融資実務に関する研修・通信教育を受講し、平成 26 年 4 月末までに 10

名が資格を取得しております。 

これに加えて、ＪＡバンク岩手の信用事業資格認証制度に基づく認証資格

者は、平成 26 年 4 月末現在 20 名（窓口担当者 5 名、渉外担当者 8 名、融資

担当者 5名、管理者 2名）となっております。 

このほか、岩手県信連主催の集合研修や協同セミナー主催の各種通信教育、

信用業務検定の受講・受験に積極的に対応するべく、全信用担当職員を対象

に各種研修受講を奨めてきた結果、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末現在

で延べ 170 名が受講しております。 

 

（資格取得状況） 

資格名 取得者数 

農業経営アドバイザー 3 名

ＦＰ 9 名

年金アドバイザー 34 名

宅地建物取引主任者 6 名

農業金融プランナー 10 名

 

ｅ 被災地における年金相談会の開催 

当組合では、被災者の多くが高齢者や年金その他各種公的補償制度の受給

資格者であることを踏まえ、平成 25 年 3 月から平成 26 年 4 月末までに当組

合年金アドバイザー、岩手県信連年金センター、社会保険労務士が連携し、9
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店舗で無料年金相談会を開催いたしました。相談会に参加された 67 名（73

件）に対し、年金をはじめとする各種公的補償制度の仕組みの説明や受給手

続き等に関する相談に対応いたしました。 

 

（５） その他当組合が主として事業を行っている地域における経済の活性化に

資する方策 

 

次に掲げる地域経済の活性化に資する方策の実践に努めつつ、被災者から

のニーズを的確に把握し、信用供与の円滑化を図っております。 

 

ａ 創業又は新事業の開拓に対する支援にかかる機能の強化のための方策 

 

（ａ）新規就農に対する支援 

当組合では、震災による被害を乗り越え、地域農業の活性化を図ってい

くうえでは、新規就農の誘致と新規就農者の就農定着を支援していくこと

が必要との認識から、行政や関係部署と連携のうえ、新規就農に対する各

種支援を行いました。 

具体的には、就農者のステージに応じて、次のとおり支援を行いました。 

 

ア 就農検討段階での支援内容 

平成 25 年 10 月に大船渡地方農業振興協議会との共催により、今回初

めて圃場見学を取り入れた「野菜新規栽培者募集！～畑見学ツアー～」

を開催しました。今後、就農予定参加者 8 名に対しては、就農に必要な

準備、支援のための各種公的制度、当組合のサポート内容の説明等の対

応を行います。また、平成 26 年度は 2 名の新規就農者が行ういんげん・

ピーマン栽培に係る種苗費・生産資材費等に対して全農のＴＡＣ支援事

業や園芸産地確立事業を導入し、新規就農者の初期投資に対する助成を

行います。 

 

イ 就農準備段階での支援内容 

新規就農予定者に対しては、自立可能な農業技術を短期間で身につけ

るため、行政と連携し、就農研修先の紹介や斡旋を実施しており、平成

25 年度においては、陸前高田市 2名、大船渡市 3名が作付品目に応じた

栽培技術の習得並びに農家研修を受講しました。 

当該農家研修にあたっては、「陸前高田市地域担い手育成支援事業」、

「園芸産地拡大サポート事業」による被雇用者助成を活用し、研修受入
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先の負担軽減を図りました。 

 

ウ 就農段階での支援内容 

新規就農者に対しては、国の「青年就農給付金（準備型）」（給付額 150

万円/年）を活用し、栽培先進農家において栽培技術や農業経営の習得の

ための実習を行っており、平成 25 年度においては、陸前高田市の新規就

農者 1名がきゅうり栽培先進農家で実習を行いました。 

また、陸前高田地区・住田地区では、新規就農者各 1 名がきゅうり栽

培を実施、大船渡地区においては、2 年目の新規就農者がピーマン栽培

から収益性の高いきゅうり栽培に品目変更する際に、全農のＴＡＣ支援

事業や園芸産地確立事業を導入し、新規就農者の初期投資に対する助成

対応を行ったほか、岩手県、行政、当組合営農経済部において栽培技術・

経営指導を行いました。 

 

（ｂ）６次産業化に対する支援 

農産物等の価値を高め、新たな価値を生み出すことを目指していくうえ

で、農業者による事業の多角化、高度化、新たな事業の創出等を行ってい

く６次産業化の取組みは、被災地域の復興促進の観点から、有意なものと

考えております。 

平成 25 年度においても、産直施設・加工施設を運営する広田半島営農組

合を含め、６次産業化に取り組む生産者並びに組織に対し、引き続き農機

具、設備導入に対する融資相談や加工場の建設等の具体的な支援相談・担

い手金融リーダーによる資金相談や農業経営改善計画書の策定支援等のサ

ポートを行いました。 

 

 （ｃ）ＪＡ出資型法人の設立 

    当組合の第 46 年度通常総代会（平成 24 年 5 月 26 日）において、ＪＡ出

資型法人の設立が承認され、「株式会社ＪＡおおふなとアグリサービス」を

設立（平成 24 年 8 月 7 日）しました。 

    震災により農地及び農業者が被害を受けその復旧・復興には膨大な労力

を必要とする中で、復旧・復興に時間がかかりすぎることによる生産意欲

の減退は、農業従事者の減少と高齢化による担い手不足を一層深刻にし、

農業生産の減少に拍車がかかることが懸念されます。 

    このような状況を踏まえてＪＡ自らが地域農業の担い手として、ＪＡ出

資型農業生産法人を設立し、新たに復興整備された農地等の農作業受託や

施設園芸による農業経営を行い、農業者の高齢化問題や後継者不足の解消
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に向け、新規就農者の研修や各種農業施設の受け皿となり、地域農業振興

戦略の要となる農業生産法人となることを目指しております。 

    平成 25 年度においては、復旧工事を終了した農地への土壌改良資材・堆

肥散布等の作業受託や水稲育苗管理作業の一部受託業務を行い、また 8 月

からは菌床しいたけの収穫及び出荷作業を行いました。 

 

（ｄ）全農岩手県本部との連携による支援 

全農岩手県本部においては、震災により著しい被害を受けた農家に対し、

営農再開に向けた各種支援事業を行いました。 

具体的には、園芸産地確立事業での施設・設備整備への費用助成、担い

手対策事業での新たな園芸品目や作型導入（栽培技術等）のための初期投

資への費用助成、椎茸農家への原木購入の費用助成、畜産農家への風評被

害対策等による経営維持に向けた費用支援等を行いました。         

当組合としては各種支援事業の活用により営農再開農家の負担軽減を図

るため、平成 25 年度においても、全農岩手県本部と連携しＴＡＣ支援事業、

園芸産地確立事業及び岩手県本部災害対策実施要領に基づき助成申請を行

い、営農再開農家等への支援対策を行いました。 

 

（ｅ）民間企業との連携による支援 

民間企業が行う農業復興支援事業と連携のうえ、新ブランド米（たかた

のゆめ）の地域確立、地域特産果樹（気仙小枝柿）の安定生産と加工販売、

菌床しいたけの生産振興と加工品開発等に取組むため、当組合においても

農業機械等を取得するなどし、６次産業化並びに地域ブランドの育成に平

成 26 年度も継続して取り組んでまいります。 

一例として、平成 24 年度に引続き、キリンビール株式会社が行う「復興

応援キリン絆プロジェクト第Ⅱステージ」を活用し、ブランド育成事業等

に必要な農業機械・機械器具の導入や新商品の開発費用の支援を受けなが

ら地域の活性化に向けて取り組んでまいります。 

 

ｂ 経営に関する相談その他の利用者に対する支援にかかる機能の強化のた

めの方策 

原発事故による風評被害等の影響で価格が下落した畜産、しいたけを中心

に損害賠償請求の手続きを平成23年10月から平成26年4月末までに31回、

総額5億72百万円の請求をＪＡグループ東京電力原発事故農畜産物損害賠償

対策岩手県協議会を通じ行っております。 

また、被災された農業者の経営再開に向けて、全農岩手県本部営農対策部、
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岩手県信連農業金融センター及び当組合の担当部署職員で構成するＴＡＣミ

ーティングを平成 24 年 7 月から月次開催し、関係機関が一体となって営農再

開を目指している農業者の情報共有を図り、経営指導、農業資金融資等の支

援対応を行っております。 

平成 25 年度は、各品目毎の栽培農家（被災農家含む）のうち認定農業者、

担い手農家を中心とした農業者に対しＴＡＣ 9 名体制により、原則週 1回対

象農家に出向き、営農に役立つ各種情報の提供や農家からの営農、農業資金

融資等の相談対応を行っており、経営・財務・税務面等の専門的な相談には

全農岩手県本部営農対策部と岩手県信連農業金融センターのサポートを受け

て対応しております。 

出荷農産物に対する放射能検査においては、平成 24 年 3 月に放射能測定器

1 台を導入し、系統出荷される野菜等の自主検査を行い安全確認を実施して

から出荷しております。また、家庭菜園等で栽培された野菜の検査依頼も増

えており、平成 26 年 4 月末までに 138 点の自主検査を行い、農業者への情報

提供を行ってまいりました。 

 

ｃ 早期の事業再生に資する方策 

これまで農業者に対しては、営農経済部が中心となり、農業者の営農技術

向上に向けた指導や記帳等経営管理の向上に向けたサポートを行い、農業経

営にかかる諸課題を洗い出し、早期の経営再建に向けた取組みを指導してま

いりました。 

具体的な支援を行うにあたっては、経営改善計画の策定等を行ったうえで、

既往債務対策や新規融資の提供を行っていくことが必要になります。今後、

農業者に対しては、営農経済部と担い手金融リーダーを中心とする信用共済

部とが連携強化したうえで経営改善計画の達成に向けて取組みをサポートし

てまいります。 

また、大口の事業資金対応先に対しては、引き続き本店信用共済部が中心

となり、震災による影響度に応じて、経営改善計画の策定要否を見極めたう

えで経営改善計画の作成や見直しを行い、月次での資金繰り管理や四半期ご

との収支状況のチェック、定期的な財務分析等を実施したうえで進捗状況の

フォローアップを行うことにより、経営再建に向けた取り組みを行っており

ます。 
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＜直接被災者への条件変更事例＞ 

   

  【事例１】収入が激減となり償還期限を３年間延長した商店への再度の条件

変更対応 

 

    当組合取引先の商店は、震災により営業店舗4店舗のうち3店舗が流失、

関連の水産製造加工会社も被災し収入が激減したため平成24年2月に元金

据置も含め償還期限を 3年間延長しました。 

    しかし、商店の売上は、営業再開した惣菜部門の 1 店舗のみで（コンビ

ニ 2店舗は営業再開を検討中）、水産製造加工会社は営業再開したものの未

だ収入が安定していないため、再度、償還期限（元金据置含む）を 11 ヶ月

延長しました。 

 

＜条件変更内容＞  ・条件変更前  ・条件変更後 

① 貸出残高     51,626 千円      

② 償還期限     平成 36 年 9 月  平成 37 年 8 月 

③ 元金据置期間   平成 26 年 4 月  平成 27 年 3 月 

 

 

 

【事例２】震災により職場が流失、解雇による減収に伴う条件変更対応 

 

 当組合取引先である個人は、職場の被災が原因で解雇となり、毎月の返

済が困難となったことから、収入が安定するまで毎月の償還額を減額、償

還期限を 10 年 5 ヶ月延長しました。 

 

＜条件変更内容＞    ・条件変更前  ・条件変更後 

① 貸出残高      2,861 千円 

② 償還期限     平成 35 年 4 月  平成 45 年 9 月 

③ 毎月償還額        27,764 円       15,014 円 
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ｄ 事業の承継に対する支援にかかる機能の強化のための方策 

地域における農業、農地や農業者の生活基盤を維持していくうえでは、担

い手対策、相続対応を含む事業の円滑な承継が必要と認識しております。そ

のため、岩手県信連の農業金融センターのサポートを得ながら、営農経済部

署と信用共済部署とが連携して担い手農家訪問を行っているほか、平成 25

年4月から平成26年4月末までに岩手県農業協同組合中央会及び岩手県信連

が主催する営農相談・農業融資・税務・法務・相続等の事業承継にかかる集

合研修会（9回）に、当組合の職員を延べ 50 名参加させ人材育成に努めてお

ります。 

当組合では、引き続き、担い手農家等からの復旧農地の活用や作業受託等

の相談に対して適切な対応・助言を行うことができるよう、相談業務の機能

強化に向けた人材育成を図り、定期的に担い手農家を訪問のうえ情報提供や

相談対応を継続してまいります。 

また、当組合内では解決できない相談・課題等に適切に対応するため、引

き続き、社労士、税理士等外部専門家と連携した相続・税務相談対応を行っ

てまいります。 

 

 ｅ 地域や利用者に対する積極的な情報発信 

   当組合は、経営状況等についてディスクロージャー誌等により適切に開示

するとともに、各事業の取組み、営農支援対策、理事会報告事項など各種情

報の提供についても、ホームページや月刊の組合員広報誌等を通じて継続的

に情報発信しております。 

今後も、組合員・利用者からの信頼を高めるため、農業をはじめとする地

域経済復興への支援策等も含めて、これらの取組みを継続してまいります。 

 

３ 剰余金の処分の方針 

 平成 26 年 2 月期決算においては、各事業の事業量確保、事業管理費の抑

制等に引き続き取り組んだ結果、31 億 31 百万円の当期剰余金を計上いたし

ました。 

しかしながら、期末時点で 46 百万円の繰越欠損金を有し、配当可能剰余金

が確保できなかったことから、誠に遺憾ながら、優先出資・普通出資ともに

無配とさせていただきました。 

 今後につきましては、引き続き信用事業強化計画を着実に実践し、優先出

資配当が可能となるよう取り組んでまいります。 

 なお、優先出資の配当を行ったうえで普通出資の配当が可能となった場合
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には、地域農業・経済の復興への貢献を果たすために必要な当組合の収益

力・内部留保の状況等を十分に踏まえたうえで、適切な普通出資の配当水準

を検討してまいります。 

 

４ 財務内容の健全性及び事業の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

 

（１）経営管理体制 

当組合は農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構

成される「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選任された理事に

より構成される「理事会」が業務執行を行っております。また、総代会で選

任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っております。 

信用事業については担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に

規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っておりま

す。 

 

（２）業務執行に対する監査または監督の体制 

   当組合では、内部監査部署を被監査部署から独立して設置し、経営全般に

わたる管理及び各部署の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性

の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の

維持・改善に努めております。 

 また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度

の内部監査計画に基づき実施しております。監査結果は代表理事組合長、代

表理事専務、常務理事及び監事に報告したのち被監査部署に通知され、定期

的に被監査部署の改善にかかる取組状況をフォローアップしております。ま

た、監査結果の概要を半期毎に理事会に報告することとしておりますが、特

に重要な事項については、ただちに理事会、代表理事組合長、代表理事専務、

常務理事及び監事に報告し、すみやかに適切な措置を講じております。 

 

（３）地域特性・事業基盤にあった収支構造に向けた取組み 

当組合では、四半期毎に場所別・部門別の経営分析を実施し、収支構造や

課題等を把握し、事業利益等を重視した経営管理を実施してまいりました。   

今後も引き続き、場所別・部門別損益管理に徹底して取組み、地域の復興

状況等を踏まえ、赤字部門の業務改善とあわせ、組合員・利用者の利便性に

配慮しつつ、必要に応じた店舗の再配置・再編を将来的な経営戦略の中で検

討してまいります。 
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（４）与信リスクの管理（不良債権の適切な管理を含む。）及び市場リスクの管 

理を含む各種のリスクの管理状況ならびにこれらに対する今後の方針 

 

 ａ リスク管理体制 

   組合員・利用者に安心して当組合をご利用いただくためには、より健全性

の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要と認識しております。 

   このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に

対応すべく、「リスク管理規程」や「リスク管理マニュアル」などの規程類を

定め、リスク管理体制を整備するとともに、認識すべきリスクの種類や管理

の仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備しております。 

   また、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じ

てリスク管理体制の充実・強化に努めているほか、内在するリスク量に対す

る自己資本の充実度の検証を行う総体的リスク量管理の手法を導入しており

ます。 

 

 ｂ 信用リスク管理 

   震災の影響が中長期に及ぶことが懸念されることから、当組合は、信用リ

スク軽減に向け、次の取組みを行っております。 

    

 （ａ）不良債権抑制に向けた取組み 

当組合は、信用共済部や営農経済部などの関係部署が連携して、組合員・

利用者への訪問・面談等を徹底し、既往取引先の状況把握に継続的に取組

み、早期の情報収集に取り組んでおります。また、リスク管理室が当組合

全体の信用リスク状況等を適切に把握・分析するとともに、本支店融資担

当者が中心となって、取引先の状況等に適した再建支援等に取組み、不良

債権の抑制等に取り組んでおります。 

なお、不良債権の処理にあたっては、平成 26 年 4 月に開催した理事会に

おいて決定された個別処理方針に基づいた対応を行うとともに、債権管理

検討会議等において、定期的に進捗管理を行ってまいります。 

 

（ｂ）新規融資時のリスク軽減に向けた取組み 

震災による被害状況を踏まえ、不動産担保や個人保証に過度に依存せず

被災者の資金ニーズに積極的に対応していく必要がある一方で、新規融資

時のリスクを軽減するため、岩手県農業信用基金協会や岩手県保証協会と

連携しながら、新規融資に対応しております。 
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また、新規融資時においては、組合員・利用者の現状やニーズを的確に

把握したうえで、返済計画の策定サポートを行うとともに、月次訪問等に

より、資金対応後の状況把握や計画の進捗状況をフォローしております。 

   

（ｃ）信用リスクの適切な管理 

   今後の返済が懸念される債権（被災債権含む）については、信用共済部

において、月次で債権の状況を確認し、債務者の収入状況や将来設計等を

確認するほか、リスク管理室が月次で被災者の信用供与の状況や信用リス

クに関して取りまとめ、関係部署と情報共有を図りながら、債権管理の徹

底に努めております。 

今後も、厳格な貸出二次審査機能の発揮、四半期毎の資産自己査定の実

施、適切な二次資産自己査定の実施により、信用リスクの低減を図ってま

いります。 

 

 ｃ 市場リスク管理 

当組合では、「ＪＡバンク基本方針」に基づき、安全・効率運用の確保を 

図るため、余裕金の３分の２以上を岩手県信連に預け入れております。この

預け金以外の資金運用については、金利リスク、価格変動リスクなどの市場

リスクを四半期毎に把握するとともに、財務の健全性維持と収益力強化との

バランスを重視したＡＬＭ（資産・負債総合管理）を基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財

務構造の構築に努めております。 

 

 ｄ 流動性リスク管理 

当組合では、前述のとおり、余裕金の３分の２以上を岩手県信連に預け入

れており、全体として高い流動性を確保しております。そのうえで、運用調

達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めておりま

す。また、預け金以外の資金運用にかかる市場流動性リスクについては、投

資判断を行ううえでの重要な要素と位置づけ、運用方針などの策定の際に検

討を行っております。 

 

 ｅ オペレーショナル・リスク管理 

当組合では、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスク 

や市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、シ

ステム、法務などについて、事務手続にかかる各種規程を定め、その有効性

について内部監査や監事監査の対象とするとともに、事故・事務ミスが発生
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した場合はすみやかに状況を把握して報告する体制を整備して、リスク発生

後の対応及び改善が迅速・正確に反映できるよう努めております。 

このうち、事務リスクについては、業務の多様化や事務量の増加に対応し

て、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、自主検

査・自店検査を実施し事務リスクの軽減に努めております。また、事故・事

務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監

査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しております。 

また、システムリスクについては、コンピュータシステムの安定稼動のた

め、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等

に備え、システムリスク管理についてのマニュアルを策定しております。 

   

以  上 

 


